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新潟市国家戦略特別区域外国人滞在施設経営事業に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は，国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号。以下「法」という。）第13条第

１項に規定する国家戦略特別区域外国人滞在施設経営事業に関し必要な事項を定めるものとする。 

（国家戦略特別区域法施行令第13条第２号の条例で定める期間） 

第２条 国家戦略特別区域法施行令（平成26年政令第99号。以下「令」という。）第13条第２号の

条例で定める期間は，３日とする。 

（認定事業者の責務） 

第３条 法第13条第５項に規定する認定事業者（以下「認定事業者」という。）は，同項に規定す

る認定事業（以下「認定事業」という。）の実施に当たっては，本市における法第９条第１項の

認定区域計画の策定の趣旨を踏まえ，当該認定事業に係る令第13条第１号に規定する施設（以下

「施設」という。）の滞在者に対して，農業体験をはじめとするグリーン・ツーリズム（農山漁

村地域において，その自然若しくは文化に触れ，又は人々との交流を行うもので，滞在型の余暇

活動をいう。）の機会を積極的に設けるとともに，観光資源の活用に関し，近隣の観光事業者（観

光に関する事業を営む者をいう。）と連携を図るよう努めなければならない。 

（手数料） 

第４条 法第13条第１項に規定する特定認定の申請をしようとする者は，当該申請の時に，１件に

つき21,200円の手数料を納めなければならない。 

２ 法第13条第６項に規定する変更の認定の申請をしようとする者は，当該申請の時に，１件につ

き10,500円（認定事業に係る施設について現地調査を行う必要がない場合にあっては，2,500円）

の手数料を納めなければならない。 

３ 市長は，公益上必要があると認める場合は，手数料の全部又は一部を免除することができる。 

４ 既納の手数料は，還付しない。ただし，市長が特別の理由があると認める場合は，この限りで

ない。 

（委任） 

第５条 この条例に定めるもののほか，この条例の施行に関し必要な事項は，規則で定める。 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

  附 則（令和４年２月２５日条例第１号） 
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この条例は，公布の日から施行する。 


